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教育研究開発実施要項 

 
平成１３年１月６日  
文 部 科 学 大 臣 裁 定  
平成１６年４月１日改正 
平成１９年４月１日改正 
平成２０年４月１日改正 
平成２１年２月２６日改正 
平成２２年３月２５日改正 
平成２４年７月３０日改正 
平成２８年４月１日改正 
令和４年８月３１日改正 

 
１ 趣 旨 

 文部科学省は，幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中
等教育学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こども園の教育課程の改善
に資する実証的資料を得るため，特定の学校を学校教育法施行規則第５５
条（同規則第７９条，第７９条の６及び第１０８条第１項で準用する場合
を含む。），第８５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）
及び第１３２条に基づく研究開発等を実施する学校（以下「研究開発学校」
という。）に指定する。 

 
２ 研究開発学校の指定 
（１）研究開発の実施を希望する幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こども園（以
下「学校」という。）の管理機関（公立の学校にあっては当該学校を設
置する教育委員会（幼保連携型認定こども園にあっては，当該地方公共
団体の長），国私立の学校にあっては当該学校を設置する者又は設置し
ようとする者をいう。以下同じ。）は，都道府県の教育委員会若しくは
知事又は構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団
体を経由して（国立大学法人及び指定都市教育委員会にあっては直接），
文部科学省に研究開発学校指定申請書（以下「指定申請書」という。）
を提出するものとする。指定申請書には当該学校の同意書を添付するも
のとする。 

 

 
教育研究開発実施要項 

 
平成１３年１月６日  
文 部 科 学 大 臣 裁 定  
平成１６年４月１日改正 
平成１９年４月１日改正 
平成２０年４月１日改正 
平成２１年２月２６日改正 
平成２２年３月２５日改正 
平成２４年７月３０日改正 
平成２８年４月１日改正 

 
 

１ 趣 旨 
 文部科学省は，幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中
等教育学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こども園の教育課程の改善
に資する実証的資料を得るため，特定の学校を学校教育法施行規則第５５
条（同規則第７９条，第７９条の６及び第１０８条第１項で準用する場合
を含む。），第８５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）
及び第１３２条に基づく研究開発を実施する学校（以下「研究開発学校」
という。）に指定する。 

 
２ 研究開発学校の指定 
（１）研究開発の実施を希望する幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こども園の
管理機関（国立学校にあっては当該学校を設置する国立大学法人，公立
学校にあっては当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会（幼保連
携型認定こども園にあっては，当該地方公共団体の長），私立学校にあ
っては当該学校を設置する学校法人をいう。以下同じ。）は，都道府県
の教育委員会又は知事を経由して（国立大学法人及び指定都市教育委員
会にあっては直接），文部科学省に研究開発学校指定申請書を提出する
ものとする。申請書には当該学校の同意書を添付するものとする。 

 
 



（２）学校は，上記の申請を行う場合には，あらかじめ，申請を予定してい
る研究開発の内容について，当該学校の幼児，児童及び生徒の保護者及
び地域住民その他の関係者への説明を行うものとする。 

（３）文部科学省は，指定申請書に記載された研究開発実施計画を審査し，
適切と認めるときは当該学校を研究開発学校に指定する。 

 
３ 研究開発の委託 

文部科学省は，管理機関の希望がある場合は，指定された研究開発学校
における研究開発の実施を当該研究開発学校の管理機関に委託する。 

 
４ 研究開発の実施 
（１）研究開発学校においては，学校教育法施行規則第５５条（同規則第７

９条，第７９条の６及び第１０８条第１項で準用する場合を含む。），
第８５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）及び第１
３２条に基づき，現行教育課程の基準によらない教育課程を編成し及び
実施して研究開発を行う。 

 
（２）（１）にかかわらず，幼稚園及び幼保連携型認定こども園並びに特に

必要があると文部科学大臣が認めた学校にあっては現行教育課程の基準
によりこれを行うものとする。 

 
５ 研究開発学校の運営 
（１）管理機関は，本事業の進捗を管理し，研究開発学校に対し必要な支援

を行うとともに，当該研究開発学校の運営に関し，専門的見地から指導，
助言，評価に当たる運営指導委員会を設けるものとする。運営指導委員
会は，学校教育に専門的知識を有する者，学識経験者，関係行政機関の
職員等の第三者によって組織する。 

（２） ［略］ 
（３）文部科学省及び９に定める教育研究開発企画評価会議は，研究開発学

校における研究開発の実施状況につき，必要な指導助言を行うとともに，
実地に調査することができる。 

 
６ 指定及び委託の期間 
（１）研究開発学校としての指定及び研究開発の委託の期間は，原則として

４年とする。 
 
（２）研究の継続によってより高い研究成果が期待される場合においては，

最長３年の指定及び研究開発の委託の期間の延長を認めることができ
る。 

（２）文部科学省は，研究開発学校指定申請書に記載された研究開発実施計
画を審査し，適切と認めるときは当該学校を研究開発学校に指定する。 

 
 
 
 
３ 研究開発の委託 

文部科学省は，管理機関の希望がある場合は，指定された研究開発学校
における研究開発の実施を当該学校の管理機関に委託する。 

 
４ 研究開発の実施 

研究開発学校においては，学校教育法施行規則第５５条（同規則第７９
条，第７９条の６及び第１０８条第１項で準用する場合を含む。），第８
５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）及び第１３２条
に基づき，現行教育課程の基準によらない教育課程を編成し及び実施して
研究開発を行う。ただし，幼稚園及び幼保連携型認定こども園にあっては
現行教育課程の基準によりこれを行うものとする。 

 
 
 
 
５ 研究開発学校の運営 
（１）研究開発学校にあっては，管理機関は，研究開発学校の運営に関し，

専門的見地から指導，助言，評価に当たる運営指導委員会を設けるもの
とする。運営指導委員会は，学校教育に専門的知識を有する者，学識経
験者，関係行政機関の職員等によって組織する。 

 
（２） ［略］ 
（３）文部科学省は，研究開発学校における研究開発の実施状況につき，実

地に調査することができる。 
 
 
６ 指定及び委託の期間 

研究開発学校としての指定及び研究開発の委託の期間は，原則として４
年とする。 

 
 
 
 



（３）現行教育課程の基準に基づく教育課程に移行するために必要と認めら
れる場合においては，最長１年の指定の期間の延長を認めることができ，
その際，８に定める委託経費の支出は行わないものとする。 

（４）（２）により指定及び委託の期間の延長を希望する場合には，２の規
定を準用する。 

（５）（３）により指定の期間の延長を希望する場合には，２(1)及び(3)を
準用する。 

 
９ 教育研究開発企画評価会議 
（１）研究開発の推進に係る企画，研究開発実施計画の審査，研究開発学校

における研究開発の実施状況についての指導助言等及び研究開発の実績
の評価等を行うため，文部科学省初等中等教育局に教育研究開発企画評
価会議を置く。 

（２）・（３） ［略］ 
 
１０ 文部科学大臣の講ずる措置 
（１）文部科学大臣は，研究開発学校における研究開発の実施が，指定の趣

旨及び事業目的に反し，又は沿わないと判断するときは，教育研究開発
企画評価会議の意見を聴いて，指定の解除その他の必要な措置を講ずる
ものとする。 

（２）文部科学大臣は，管理機関から研究開発学校に関する指定の解除の申
し出があったときは，当該研究開発学校の指定の解除を行うことができ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
９ 教育研究開発企画評価会議 
（１）研究開発の推進に係る企画，研究開発実施計画の審査及び研究開発の

実績の評価等を行うため，文部科学省初等中等教育局に教育研究開発企
画評価会議を置く。 

 
（２）・（３） ［略］ 
 
１０ 文部科学大臣の是正措置 

文部科学大臣は，研究開発学校における研究開発の実施が，指定の趣旨
に反すると認めるときは，教育研究開発企画評価会議の意見を聴いて，必
要な是正措置を講ずるものとする。 

 
 

 

 

 


